
四

特
例
事
業
者
と
の
間
で
当
該
特
例
事
業
者
に
対
し
て
不
動
産
を
売
買
若
し
く
は
交
換
に
よ
り
譲
渡
す
る
契

約
又
は
賃
貸
す
る
契
約
を
締
結
し
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
の
締
結
に
関

し
、
不
動
産
投
資
顧
問
業
者
と
の
間
で
不
動
産
の
価
値
の
分
析
若
し
く
は
当
該
分
析
に
基
づ
く
投
資
判
断
に

関
し
助
言
を
受
け
る
こ
と
又
は
投
資
判
断
の
全
部
若
し
く
は
一
部
を
一
任
す
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
契
約
を

締
結
し
て
い
る
者

五

金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条
第
三
十
一
項
に
規
定
す
る
特
定
投
資
家

（
同
法
第
三
十
四
条
の
二
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
投
資
家
以
外
の
顧
客
と
み
な
さ
れ
る
者
を
除
く
。）及

び
同
法
第
三
十
四
条
の
三
第
四
項
（
同
法
第
三
十
四
条
の
四
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の

規
定
に
よ
り
特
定
投
資
家
と
み
な
さ
れ
る
者

六

有
限
責
任
事
業
組
合
契
約
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
四
十
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
有
限
責

任
事
業
組
合
（
次
条
第
一
項
第
五
号
に
お
い
て
「
有
限
責
任
事
業
組
合
」
と
い
う
。）の
う
ち
、
組
合
員
が
前

各
号
に
掲
げ
る
者
の
み
で
あ
る
も
の

２

法
第
二
条
第
十
三
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
金
額
は
、
五
億
円
と
す
る
。

（
適
格
特
例
投
資
家
の
範
囲
）

第
五
条

法
第
二
条
第
十
四
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。

（
新
設
）

一

前
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
者

二

不
動
産
投
資
顧
問
業
者
の
う
ち
、
不
動
産
に
対
す
る
投
資
に
係
る
投
資
判
断
の
全
部
又
は
一
部
を
一
任
さ

れ
る
の
に
十
分
な
知
識
及
び
能
力
を
有
す
る
者
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
の
登
録
を
受
け
て
い
る
も
の

三

金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
に
規
定
す
る
定
義
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
五
年
大
蔵
省
令
第
十
四
号
）
第

十
条
第
一
項
各
号
（
第
十
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
、
第
十
六
号
、
第
十
七
号
、
第
二
十
号
、
第
二
十
三
号
か

ら
第
二
十
四
号
ま
で
及
び
第
二
十
六
号
を
除
く
。）に
掲
げ
る
者

四

株
式
会
社
地
域
経
済
活
性
化
支
援
機
構

五

有
限
責
任
事
業
組
合
の
う
ち
、
組
合
員
が
前
各
号
及
び
次
号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
み
で
あ
る

も
の

六

民
間
都
市
開
発
の
推
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
昭
和
六
十
二
年
法
律
第
六
十
二
号
）
第
三
条
第
一
項
に

規
定
す
る
民
間
都
市
開
発
推
進
機
構

七

次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
主
務
大
臣
に
届
出
を
行
っ
た
法
人
（
存
続
厚
生

年
金
基
金
（
公
的
年
金
制
度
の
健
全
性
及
び
信
頼
性
の
確
保
の
た
め
の
厚
生
年
金
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
六
十
三
号
）
附
則
第
三
条
第
十
一
号
に
規
定
す
る
存
続
厚
生
年
金
基
金

を
い
う
。）を
除
き
、
ロ
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
届
出
を
行
っ
た
法
人
に
あ
っ
て
は
、
業
務
執
行
組
合
員
等

（
組
合
契
約
（
民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
六
百
六
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
組
合
契

約
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）を
締
結
し
て
組
合
の
業
務
の
執
行
を
委
任
さ
れ
た
組
合
員
、
匿

名
組
合
契
約
（
商
法
（
明
治
三
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
五
百
三
十
五
条
に
規
定
す
る
匿
名
組
合
契
約

を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）を
締
結
し
た
営
業
者
若
し
く
は
有
限
責
任
事
業
組
合
契
約
（
有
限

責
任
事
業
組
合
契
約
に
関
す
る
法
律
第
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
有
限
責
任
事
業
組
合
契
約
を
い
う
。
以
下

こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）を
締
結
し
て
組
合
の
重
要
な
業
務
の
執
行
の
決
定
に
関
与
し
、
か
つ
、
当
該
業
務

を
自
ら
執
行
す
る
組
合
員
又
は
外
国
の
法
令
に
基
づ
く
こ
れ
ら
に
類
す
る
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い

て
同
じ
。）と
し
て
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
限
る
。）

イ

当
該
法
人
が
次
に
掲
げ
る
全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
。

当
該
届
出
を
行
お
う
と
す
る
日
の
直
近
の
日
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
直
近
日
」
と
い
う
。）に
お

け
る
当
該
法
人
が
保
有
す
る
有
価
証
券
の
残
高
及
び
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
に
基
づ
く
出
資
の
合

計
額
が
十
億
円
以
上
で
あ
る
こ
と
。

宅
地
建
物
取
引
業
法
第
三
条
第
一
項
の
免
許
を
取
得
し
て
い
る
こ
と
。

平成年月日 金曜日 (号外第号)官 報
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